
県政に対するご意見・ご要望をお寄せください
①

PCR検査　１日70件であった検査数を現在の
270件から今年度内に1780件を目指す
入院病床　18病院266床を確保　軽症者の宿泊
施設用のホテル借上げ130室確保、さらに感染
拡大に備えて320床、ホテル500室を確保予定
ECMO（対外式膜型人工肺）　重症患者のため
広大病院と福山市民病院に計４台、人工呼吸器
15医療機関で50台準備、併せて人材育成
３密を避けた事業継続と雇用維持
厳しい状況にある事業の継続と雇用維持を支える

取組みを行いながら「新しい生活様式」に応じた
事業展開を支援し、経済活動の安定的発展を推進
するため実質無利子・無担保の融資制度を創設。
６月16日までに7751社に1257億円を融資、ま
た融資上限額を3000万円から4000万円引き上
げました。
商工団体と連携した経営相談窓口体制の強化、県の
休業要請にご協力いただいた事業者への協力支援金
の給付は申請期限の６月８日までに17558件の申
請に対して９割の支給済み。引き続き、迅速な支給
に努めます。持続化給付金の申請は引き続きＲ３年
１月15日まで継続。商工会に問い合わせ下さい。
大きな打撃を受けている観光・飲食関連事業等の
経営支援策としてクラウドファンディングを活用
した資金調達、安心・安全を確保しつつ対象エリ

４月臨時会・６月定例会

新型コロナウイルス対策費総額1179億円を決定
感染拡大防止対策109億円  医療提供体制の確保325億
３密を避けた事業継承と雇用維持592億円など

　４月７日の緊急事態宣言に伴う不要不急の外出自粛要請は社会経済を急激に停滞させました。広島県
では３月６日に初めての患者確認、５月４日までに１６４人の感染が確認されました。感染拡大防止策
は一定の効果がでましたが、景気と暮しを直撃しました。４月30日、４月臨時会を開会し、国のコロ
ナ対策予算に即応できるように６月18日の閉会まで50日間、３度にわたって補正予算を編成、感染拡
大防止対策や医療提供体制の確保そして３密を避けた事業継承と雇用維持に取り組みました。国の第２
次補正予算を受けて６月22日から６月定例会を開会、コロナ対策費総額1179億円を決定、30日に閉
会となりました。折しも、広島県政界は公選法違反容疑事件による政治不信の嵐が吹き荒れる中での県
議会でした。
　以下、決定した事業概要を紹介します。



②

あきらめない。歩みを止めない。広島のために。

篠川及びその支線はじめ、土石流対策、山崩れ対
策を講じていきます。

県内の経済情勢
　新型コロナウイルス感染症の影響により４月の
鉱工業生産指数は前月に比べて23.6％低下する
など生産が急激に減少し、個人消費も大きく落ち
込み、県内景気は極めて厳しい状況です。
　雇用を維持しつつ、第２波に対応できる感染拡
大予防対策を強化し、経済活動が再開できるよう
に取り組んで行きます。

「広島県主要農作物等種子条例」を議員提案で制定
　国の主要農作物種子法廃止に伴い、本県農業の
競争力の強化や県民への農作物の安定的供給を図
るため県の責務を明らかにするとともに、奨励品
種の種子の安定供給及び品質の確保を目的とする
もので、議会資料によって制定しました。

意見書
「地方財政の充実・強化を求める意見書」
「コロナ禍における児童生徒の学びの保障を求め
る意見書」
　教育の機会均等と水準の維持向上を図るための
財源を確保することを求めるものです。

アを段階的に拡大し、県内宿泊事業者による宿泊
割引プラン、旅行業者による県内旅行割引プラン
に対する支援を行います。消費が縮小し、販売に
苦慮している事業者支援のため農林水産などの県
産品を一元的に紹介するキャンペーンサイト「ひ
ろしまモール」を開設。飲食・理美容業者の新型
コロナウイルス感染症対策取組宣言店の開始。飲
食店等が行うテイクアウトやデリバリー等への参
入支援、すでに１０００件の申請があり、引き続
き支援していきます。
生活福祉資金貸付制度　新型コロナウイルスの影
響による休業や失業などで収入が減少し、一時的
に生活費が必要となった世帯を対象とした貸付け
に６月18日時点で8494件の申請、更なる貸付
けに対応するために追加経費を計上がありました。
安佐北区社協に問い合わせ下さい。
教育機会の確保　臨時休業中の学習機会の確保に
向けて高校生徒へのICT機器の貸付け開始、学校
の新しい生活様式のため空調設備の整備、トイレ
の洋式化、学習の遅れに対応するため補習等を実
施する学習指導員の配置、全国大会中止に伴う代
替となる地方大会開催を支援します。

平成30年７月豪雨災害に伴う被
災者支援、災害復旧・復興事業
3619億円を措置
７月豪雨災害対応2600億円　事業承継・農業
基盤整備295億円　災害廃棄物処理18億円など
　災害発生から２年が経過、災害前よりもさらに
良い状態に押し上げていく「創造的復興」を押し
進めます。今なお284世帯の方々が仮住居にお
住まいです。被災された方に寄り添った細かな支
援を行う必要があります。
　災害復旧事業では、この６月時点で全2550箇
所のうち、1868箇所の工事に着手、このうち
985箇所（38％）の工事が完成。農地・農業用
施設の災害復旧事業では、全4456箇所のうち
2199箇所に着手、1150箇所（25％）完成。砂
防・治山の災害関連緊急事業は、県が実施する
全170箇所、このうち157箇所に着手、42箇所
（25％）が完成、未着手分については今年度中
に着手する予定です。全国的に頻発している自然
災害による人手不足に加えて、新型コロナウイル
ス感染症拡大に伴い、県外からの事業者の確保が
困難となったことから、入札の不調・不落に伴っ
て工事進捗に遅れが生じています。引き続き、三

４月臨時会中、５月28日に質問に立ちました。市内の
ホテルを会議場に使用する異例のことです。私たちの
生活を激変させた新型コロナウイルス感染症ですが、
未知の体験であり治療薬、ワクチン開発・製造まで新
たな生活様式で対応する他ありません。改めて人の移
動制限が社会経済生活に甚大な影響を及ぼすことを痛
感しました。県内経済の今後の見通し、官学間連携に
よる新型コロナウイルス検査研究体制の構築、休校中
の学校教育の遅れと再開後の対応などを問いただしま
した。


